
計算書類に対する注記（法人全体用）
別紙１

１．継続事業の前提に関する注記

　　　該当事項なし

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　該当事項なし

（２）固定資産の減価償却の方法
　　　・有形固定資産－定額法
　　　　残存価格
　　　　　平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については取得価額の10％
　　　　　ただし、耐用年数到来時においても使用し続けている有形固定資産については、
　　　　　さらに備忘価格(1円)まで償却
　　　　　平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、残存価格をゼロとし、
　　　　　償却累計額が当該資産の取得価額から備忘価格(1円)を控除した金額に達するまで償却
　　　・無形固定資産－定額法
　　　　残存価格
　　　　　残存価格をゼロとし、取得価額全体を償却対象
　　　・リース資産
　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産－該当事項なし
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法
（３）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金－該当事項なし
　　　・賞与引当金－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している

３．重要な会計方針の変更

　　　該当事項なし

４．法人で採用する退職給付制度

　　　独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度を採用

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

　　　当法人の作成する計算書類は以下のとおり
　　（１）法人全体の計算書類（第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）
　　（２）事業区分別内訳表（第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式） 
　　　　　当法人では社会福祉事業のみの実施のため作成していない 
　　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）
　　（４）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　　①　ほうせい園拠点（社会福祉事業）
　　　　　　「法人本部」
　　　　　　「特別養護老人ホームほうせい園」
　　　　　　「地域密着方と区別養護老人ホームほうせい園」
　　　　　　「短期入所生活介護ほうせい園」
　　　　　　「デイサービスセンターほうせい園」
　　　　　　「居宅介護支援ほうせい園」
　　　　　　「在宅介護支援センターほうせい園」
　　　　　　「障害福祉短期入所ほうせい園」
　　　　　　「障害福祉デイサービスセンターほうせい園」
　　　　②　ながうらの郷拠点（社会福祉事業）
　　　　　　「特別養護老人ホームながうらの郷」
　　　　　　「短期入所生活介護ながうらの郷」
　　　　　　「新潟市地域包括支援センター上土地亀」
　　　　　　「生活支援体制整備事業」
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計算書類に対する注記（法人全体用）
別紙１

６．基本財産の増減の内容及び金額

　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

3,822,000土地 3,822,000

183,434,812 104,541,2971,475,770,513建物 1,554,664,028

1,000,000定期預金 1,000,000

1,480,592,513 183,434,812 104,541,297 1,559,486,028合計

７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取
崩し
　　　空調設備入替のため、国庫補助金等特別積立金427,952円を取り崩した。

８．担保に供している資産

　　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
円681,342,892　　　　　建物

円681,342,892計

　　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
円65,000,000　　　　　設備資金借入金
円32,500,000　　　　　1年以内返済予定設備資金借入金

円97,500,000計

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示してい
る場合は記載不要。）
　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地 3,822,000 3,822,000

建物（基本財産） 3,285,178,055 1,730,514,027 1,554,664,028

定期預金 1,000,000 1,000,000

建物 1,300,000 958,181 341,819

構築物 153,211,703 151,707,321 1,504,382

車輌運搬具 41,697,119 40,343,740 1,353,379

器具及び備品 228,858,524 193,424,365 35,434,159

権利 155,840 155,840

ソフトウェア 1,336,200 1,034,800 301,400

無形リース資産 9,894,960 5,277,312 4,617,648

投資有価証券 5,000 5,000

人件費積立資産 6,000,000 6,000,000

施設整備等積立資産 327,532,000 327,532,000

備品等購入積立資産 10,000,000 10,000,000

その他の固定資産 778,100 569,650 208,450

合計 4,070,769,501 2,123,829,396 1,946,940,105

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示
している場合は記載不要。）
　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

徴収不能引当金
の当期末残高

債権額 債権の当期末
残高

189,400,403事業未収金 189,400,403

1,459,000未収補助金 1,459,000

426,923立替金 426,923

191,286,326合　計 191,286,326

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

（単位：円）

時価帳簿価額種類及び銘柄 評価損益

該当事項なし

合　計
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計算書類に対する注記（法人全体用）
別紙１

１２．関連当事者との取引の内容

　　取引条件及び取引条件の決定方針等

（単位：円）

　　　　該当事項なし

関係内容 期末残高科目取引金額取引の
内　容事業上

の関係
役員の
兼務等

議決権
の所有
割　合

事業の
内容又
は職業

資産総額住所種類 法人等
の名称

１３．重要な偶発債務

　　　　該当事項なし

１４．重要な後発事象

　　　　該当事項なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態
を明らかにするために必要な事項
　　　　該当事項なし
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計算書類に対する注記（ほうせい園拠点区分）
別紙２

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　該当事項なし

（２）固定資産の減価償却の方法
　　　・有形固定資産－定額法
　　　　　残存価格　　　　
　　　　　　平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については取得価額の10％
　　　　　　ただし、耐用年数到来時においても使用し続けている有形固定資産については、
　　　　　　さらに備忘価格(1円)まで償却
　　　　　　平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、残存価格をゼロとし、
　　　　　　償却累計額が当該資産の取得価額から、備忘価格(1円)を控除した金額に達するまで償却
　　　・無形固定資産－定額法
　　　　　残存価格
　　　　　　残存価格をゼロとし、取得価額全体を償却対象
　　　・リース資産
　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産－該当事項なし
　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法
（３）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金－該当事項なし
　　　・賞与引当金－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している

２．重要な会計方針の変更

　　　該当事項なし
　　　　

３．採用する退職給付制度

　　　独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度を採用
　　　

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　　　当拠点区分において作成する計算書類等
　　　（１）ほうせい園拠点計算書類（第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
　　　（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3⑩）
　　　（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3⑪）
　　　（４）拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　　　　ほうせい園拠点（社会福祉事業）
　　　　　　「法人本部」
　　　　　　「特別養護老人ホームほうせい園」
　　　　　　「地域密着型特別養護老人ホームほうせい園」
　　　　　　「短期入所生活介護ほうせい園」
　　　　　　「デイサービスセンターほうせい園」
　　　　　　「居宅介護支援ほうせい園」
　　　　　　「在宅介護支援センターほうせい園」
　　　　　　「障害福祉短期入所ほうせい園」
　　　　　　「障害福祉デイサービスセンターほうせい園」

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　　基本財産の増減の内容及び金額

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

32,748,949491,623,489建物 458,874,540

1,000,000定期預金 1,000,000

492,623,489 32,748,949 459,874,540合計

６．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取
崩し

　　　該当事項なし
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計算書類に対する注記（ほうせい園拠点区分）
別紙２

７．担保に供している資産

　　　該当事項なし
円

円計

円

円計

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示してい
る場合は記載不要。）
　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 1,245,336,531 786,461,991 458,874,540

定期預金 1,000,000 1,000,000

建物 1,050,000 708,182 341,818

構築物 112,728,640 112,522,997 205,643

車輌運搬具 28,164,935 26,811,564 1,353,371

器具及び備品 98,807,038 80,619,451 18,187,587

権利 35,840 35,840

ソフトウェア 774,600 570,040 204,560

無形リース資産 5,883,840 3,138,048 2,745,792

投資有価証券 5,000 5,000

人件費積立資産 6,000,000 6,000,000

施設整備等積立資産 303,532,000 303,532,000

備品等購入積立資産 10,000,000 10,000,000

その他の固定資産 136,830 136,830

合計 1,813,455,254 1,010,832,273 802,622,981

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示し
ている場合は記載不要。）
　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

徴収不能引当金
の当期末残高

債権額 債権の当期末
残高

86,379,217事業未収金 86,379,217

222,348立替金 222,348

86,601,565合　計 86,601,565

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は以下のとおりである。

（単位：円）

時価帳簿価額種類及び銘柄 評価損益

該当事項なし

合　計

１１．重要な後発事象

　　　該当事項なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態
を明らかにするために必要な事項

　　　該当事項なし
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計算書類に対する注記（ながうらの郷拠点区分）
別紙２

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　該当事項なし

（２）固定資産の減価償却の方法
　　　・有形固定資産－定額法
　　　　残存価格
　　　　　平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については取得価額の10％
　　　　　ただし、耐用年数到来時においても使用し続けている有形固定資産については、
　　　　　さらに備忘価格(1円)まで償却
　　　　　平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については残存価格をゼロとし、
　　　　　償却累計額が当該資産の取得価額から、備忘価格(1円)を控除した金額に達するまで償却
　　　・無形固定資産－定額法
　　　　残存価格
　　　　　残存価格をゼロとし、取得価額全体を償却対象
　　　・リース資産
　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産－該当事項なし
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法
（３）引当金の計上基準
　　　・退職給付引当金－該当事項なし
　　　・賞与引当金　　－職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している

２．重要な会計方針の変更

　　　該当事項なし

３．採用する退職給付制度

　　　独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度を採用

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
　（１）ながらうの郷拠点計算書類（第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
　（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙3⑩）
　（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙3⑪）
　（４）拠点区分におけるサービス区分の内容
　　　　ながうらの郷拠点（社会福祉事業）
　　　　「特別養護老人ホームながうらの郷」
　　　　「短期入所生活介護ながうらの郷」
　　　　「新潟市地域包括支援センター上土地亀」
　　　　「生活支援体制整備事業」

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

3,822,000土地 3,822,000

183,434,812 71,792,348984,147,024建物 1,095,789,488

987,969,024 183,434,812 71,792,348 1,099,611,488合計

６．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取
崩し

　　　該当事項なし
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計算書類に対する注記（ながうらの郷拠点区分）
別紙２

７．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
円681,342,892　　　　建物（基本財産）

円681,342,892計

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
円32,500,000　　　　1年以内返済予定設備資金借入金
円65,000,000        設備資金借入金

円97,500,000計

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示してい
る場合は記載不要。）
　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地 3,822,000 3,822,000

建物（基本財産） 2,039,841,524 944,052,036 1,095,789,488

建物 250,000 249,999 1

構築物 40,483,063 39,184,324 1,298,739

車輌運搬具 13,532,184 13,532,176 8

器具及び備品 130,051,486 112,804,914 17,246,572

権利 120,000 120,000

ソフトウェア 561,600 464,760 96,840

無形リース資産 4,011,120 2,139,264 1,871,856

施設整備等積立資産 24,000,000 24,000,000

その他の固定資産 641,270 569,650 71,620

合計 2,257,314,247 1,112,997,123 1,144,317,124

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示し
ている場合は記載不要。）
　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

徴収不能引当金
の当期末残高

債権額 債権の当期末
残高

103,021,186事業未収金 103,021,186

1,459,000未収補助金 1,459,000

104,480,186合　計 104,480,186

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

（単位：円）

時価帳簿価額種類及び銘柄 評価損益

該当事項なし

合　計

１１．重要な後発事象

　　該当事項なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態
を明らかにするために必要な事項

　　該当事項なし
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